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分散型エネルギーインフラプロジェクトの基本骨子
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ミッション

○ 地域エネルギー産業を次々と立ち上げ、地域経済の好循環を拡大すること

ビジョン

○ エネルギーの地産地消により、莫大な資金循環が創出される

・ 地域は実は熱需要が主である

・ 約18兆円の電気代のうち、1割でも地域のエネルギー産業にまわれば、

年間1.8兆円規模の活性化効果の可能性

○ 電気分野のみならず熱分野の検討は、全体的なエネルギー需給構造や国際
的な環境制約を検討する上で非常に重要

アプローチ

○ エネルギーの「地産地消」の推進、スマートコミュニティの進展により、
「規模の経済」を「範囲の経済」が補填

・ 経常コストの低いバイオマス燃料による熱供給
・ エネルギー効率の高いガスまたはバイオマスコジェネ



分散型エネルギーインフラプロジェクトの成功メソッド

○ 地域経済好循環の拡大効果は、バイオマス燃料が大

①森林からの燃料材搬出 ・端材等へのプライシング

・林業雇用の増大

②燃料工場の整備 ・工場の設備投資

・工場での技能雇用の増大

③エネルギー供給プラント整備
・プラントの設備投資

・オペレーション、維持管理雇用の増大

地域のエネルギー料金で、①～④のコストを担保

⇒地域金融機関の融資需要の増大（資金の地産地消）

＊ガスコジェネの場合もこの考え方に準ずる
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④熱供給管等のインフラ整備 ・インフラの設備投資

・維持管理雇用の増大

運搬雇用の
増大

運搬雇用の
増大



地域エネルギー供給セクター（事業会社群）
・ 熱供給事業
・ 熱電併給事業

地域でのリスクを吸収する事業化スキーム

インフラ使用料

＝営業利益確保のための調整ツール

地域エネルギーインフラ事業体
・ 熱導管インフラ
・ 配送電力線網／等

住民・地域事業体
・ 熱需要（給湯、冷暖房等）

サーマル・フィー

＝現状の地域の電気代がキャッシュフロー・ソース

18兆円の一定割合

地域金融機関

設備投資融資

設備投資融資

良質な

金融担保

機能

地域経済循環拡大効果を担保する公的役割

（雇用・所得の増大、為替変動に強い地域経済への構造改革）
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１．住民・企業の熱需要の集約化・平準化

最適ビジネスモデル構築のための条件

・ デマンドサイドとサプライサイドを繋ぐ最適タウンマネジメントシステム導入

・ 地域サービス・イノベーションクラウドと連携

２．地域での最適一次エネルギー源の組成と最大エネルギー効率による供給システム

３．木質バイオマスの利用・供給システム

４．熱と電気の融通・需給調整を通じたスマートなマネジメント・システム

・ まちづくりとの融合により、熱需要密度を可能な限り高める

・ 複数熱需要を重ね合わせ時間変動を平準化（蓄熱、ピークカット、コジェネの活用）

・ バイオマスや廃棄物等の地域燃料をベースに、ガス等を最適に組み合わせ

・ 熱需要をベースにシステムを設計。条件が合えば熱電併給を検討

・ バイオマスの特性（負荷追従性の弱さなど）を理解したシステム設計

・ 木質系バイオマス燃料確保のための方策（公有林の活用、林業界との連携など）

日本では発展段階であり、
地域でのノウハウ強化が必要
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最適ビジネスモデル構築のための各主体の役割
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自治体
地域エネ供給会社
（地域エネ・アグ

リゲーター）

需要家
（住民、企業）

地域燃料供給者
（林業会社、森林

所有者等）
地域金融機関

１．住民・企業の
熱需要の集約化・
平準化

持続可能まちづ
くりビジョン策定
コンパクトな街
区の基本構想
合意形成コー
ディネート

基本構想策定支
援

デマンドサイド
からの協力意向
（接続、需給調
整）

ー

需要家企業への
参加働きかけ

２．地域での最適
一次エネルギー源
の組成と最大エネ
ルギー効率による
供給システム

地域燃料供給協
力意向（廃棄物系
バイオマスなど）

システム基本設
計

ー

地域燃料供給協
力意向（木質バイ
オマスなど）

設備融資検討

３．木質バイオマ
スの利用・供給シ
ステム

供給増大と安定
化のための検討
（公有林活用、森
林・林業政策総動
員、廃棄物利用）

バイオマスを中
心としたシステム
詳細設計 ー

供給増大と安定
化のための検討
（施業集約化・路
網整備、所有者の
自立供給）

設備融資検討

４．熱と電気の融
通・需給調整を通
じたスマートなマ
ネジメントシステ
ム

地域サービス・
イノベーションク
ラウド構築・運営
街区の更なる価
値向上検討

オペレーション
と維持管理最適化
需要家に対する
最適化サービス
更なる需要家の
開拓

熱需要実績情報
の分析による省エ
ネ最適化（生産性
向上）

ICTを使った燃料
サプライチェーン
の最適化

運転資金
街区の更なる追
加投資に向けた検
討



分散型エネルギーインフラのシステムイメージ

鳥取市の累積負荷曲線
イメージ

出典：熱電併給（コジェネ）推進室資料集（資源エネルギー庁）出典：鳥取市

○ バイオマスや廃棄物等の地域燃料をベースに、ガス等を最適に組み合わせ

・ 負荷追従性の弱いバイオマスの最適な利用方法

○ 熱需要をベースに設計し、条件が合えば熱電併給を検討（右図）

・ 地域は実は熱需要が主である

・ 電力システム改革で売電が容易になり、チャンス到来

（左図）

ピークカットには
貯湯槽との組み合わせも有効

＜バイオマスボイラーの導入イメージ＞
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分散型エネルギーインフラプロジェクトの推進について

２５年度 ２６年度 ２７年度

先行自治体
予備調査
３１団体

マスタープラン分析
１４団体

事業立ち上げ詳細分析
・資金調達計画
・原材料サプライチェーン最適化計画

等

（8,000万円程度）

自治体主導
地域エネル

ギーシステム
整備研究会

11/7 第1回
・論点整理

1/19 第2回
・成功に係る

キーファクター

3/ 6  第3回
・各プランの投資

内容検討

(4月中) 地域金融機関との

調整後の投資内容の検討

５/１１ 第４回

・「先行自治体の検証に基づく
事業成立の要素(中間報告)」

追加検討団体 １５～２０団体（４億円程度）

反 映

反 映

抽
出

抽
出
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地域エネルギーシステム活用対象関係施策 未定稿

H27当初 H26補正

住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金 省エネ性能を満たす住宅・ビルの空調、照明、給湯等の設備機器 経済産業省 7.6億円 150億円

地域工場・中小企業等の省エネルギー設備導入補助金 省エネ性能を満たす工場の空調、照明、給湯等の設備機器 経済産業省 930億円

エネルギー使用合理化等事業者支援補助金 省エネ対策設備（エネルギーマネジメントシステム等） 経済産業省 410億円

省エネルギー対策導入促進事業費補助金 中堅・中小事業者等の省エネ診断 経済産業省 5.5億円

再生可能エネルギー熱利用加速化支援対策費補助金 再エネ熱利用設備（熱交換器等） 経済産業省 60億円

地熱開発理解促進関連事業支援補助金 地熱発電後の熱水を利用したハウス栽培施設等 経済産業省 28億円

地域バイオマス産業化推進事業 バイオマス活用施設等（ハウス栽培施設等） 農林水産省 7.51億円

次世代施設園芸導入加速化支援事業 木質バイオマス等を活用した大規模施設園芸拠点整備等 農林水産省 20.08億円 40億円

燃油価格高騰緊急対策 施設園芸における木質バイオマス利用加温設備リース等 農林水産省

環境・ストック活用推進事業（住宅・建築物省エネ改修等） 建築物の省エネ改修等 国土交通省 60.75億円の内数 130億円の内数

長期優良住宅化リフォーム推進事業 住宅の省エネ性等の性能向上に資するリフォーム費用 国土交通省 19億円 130億円の内数

低炭素ライフスタイル構築に向けた診断促進事業 家庭における低炭素ライフスタイル転換促進のための省エネ診断等 環境省 1.1億円

経済性を重視したCO2削減対策支援事業 工場やビルのCO2削減対策分析等 環境省 16.5億円

クレジット制度を活用した地域経済の循環促進事業 幅広い分野の排出削減・吸収プロジェクト等 環境省 8.9億円

公共施設への再生可能エネルギー・先進的設備等導入推進事業 公共施設におけるBCP対応設備 環境省 190億円

設備の高効率化改修支援モデル事業 CO2削減に資する設備交換 環境省 5億円

（再掲）エネルギー使用合理化等事業者支援補助金 省エネ対策設備（高効率ガスボイラー等） 経済産業省 410億円

地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業費補助金 分散型エネルギーの面的利用システム構築（コジェネ、バイオマス、熱導管等） 経済産業省 78億円

（再掲）地域バイオマス産業化推進事業 バイオマス活用施設等（木質ペレット製造等） 農林水産省 7.51億円

森林整備加速化・林業再生対策 木質バイオマスボイラー等 農林水産省 546.3億円の内数

森林・林業再生基盤づくり交付金 木質バイオマスボイラー等 農林水産省 27億円の内数

下水道資源の再生エネルギー利用 社会資本整備総合交付金（下水熱利用整備等） 国土交通省 9,018億円の内数

地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業 温泉付随ガスコジェネ、地中熱利用ヒートポンプ等 環境省 16億円

エコリース促進事業 高効率ボイラー等リース 環境省 18億円

先進対策の効率的実施によるCO2排出量大幅削減事業 コジェネ、吸収式冷温水器等 環境省 28億円

低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援事業 低炭素社会構築導入（コジェネ等） 環境省 73億円

廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業 廃棄物燃料化設備等 環境省 5.9億円

農林漁業成長産業化ファンド ６次産業化活動への資本提供 農林水産省
150億円（出資枠）
50億円（貸付枠）

地域低炭素投資促進ファンド事業 低炭素化プロジェクトへの資本提供 環境省 46億円

環境金融の拡大に向けた利子補給事業 環境配慮の取組に対する利子補給 環境省 22.2億円

農山漁村活性化再生可能エネルギー総合推進事業 農林漁業者等主導による再エネ導入取組調査 農林水産省 2.01億円

先導的「低炭素・循環・自然共生」地域創出事業 CO2削減に資する地域の戦略的な再エネ導入取組調査 環境省 53億円

離島の低炭素地域づくり推進事業 離島の低炭素地域づくり調査 環境省 13.5億円

自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業 コミュニティや住居レベルでの低炭素エネルギーシステムの技術実証 環境省 10億円

木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推進事業 低炭素社会の実現に資する木質バイオマスモデル地域づくり調査 環境省 18億円

支援対象類型 事業名 対象設備等 省庁名
予算額

需要家支援
※平成26年度期首残高312億円

供給設備支援

資金供給等

調査支援
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参 考 資 料



分散型エネルギーインフラプロジェクト

○防災的な観点や人口減少高齢社会対応からの要請

○長期の取り組みを担保する必要性

○電力改革を踏まえた地域経済の成長戦略

●地域での⾃⽴型エネルギーシステムの構築
・公共施設等を中⼼に⾃家発電等の⾃⽴型のエネルギー設備を導⼊し、平常時での地域のエネルギーコストの減少、災害時で
の地域のエネルギー⾃⽴を図る。
・⾃⽴型のエネルギー設備例としては、太陽エネルギーやごみの排熱の利⽤、分散型電源の導⼊など、需要地に近い地域にあるエネルギーの活⽤を想定。
・地域の特性を活かした地域づくりを進めるためには、建築の設計者や都市計画者、⾃治体など、建築や地域づくりに関わる⼈たちが、エネルギー利⽤やそのためのイ
ンフラ計画に関わることが必要。
・都市づくりの⽅向性も、⼈⼝減少⾼齢社会を迎えて、コンパクト化に向けた視点が強まっており、地域的なエネルギーシステムを構築する好機。

・熱供給管等は道路占⽤スペースも⼤きくなること等から、都市計画、まちづくりと⼀体となって進めていくことが必要。
・⻑期間にわたる建物や設備の新設・更新とともにエネルギーシステムとして最適化の⽅向に進めるため、⾃治体が主体的に取り組
む必要があり、マスタープランの中にうまく組み込んでいくなどにより、⻑期の取り組みを担保する必要。
・施設等のハード⾯だけでなく、それを構築し活⽤していくためのソフトな仕組みづくりも重要。

・電⼒の⼩売り⾃由化を踏まえて、電⼒市場において、いかに新たな価値を⽣み出し成⻑戦略につなげるかが課題。
〜再⽣可能エネルギーや分散型エネルギーを活⽤した多様な需要地密接型の発電事業の創出
〜エネルギー分野に限らず、⾃動⾞、住宅、電機、ICTなどの企業を含むビジネスプラットフォームの創出

（→自立的で持続可能な地域エネルギー
システムの構築）

（→電力の小売り自由化を踏まえた地域経済循環
の創出、多様な新規企業の喚起）

（→自治体の役割）
31自治体が予備調査実施

→マスタープランづくりへ（26年度～）
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コジェネ
（熱電併給）

産油国
など

産油国
など

排熱放出

電気料金 （地域外への支払い）

住宅

工場

バイオマスボイラー
（熱供給）

地域外の
大規模発電所

地域のエネルギー供給事業

一
般
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム

電力

業務ビル

熱導管

燃料代

住宅

工場

業務ビル

地域の需要家

電力

熱

熱の融通

地域で雇用を創出

エネルギー使用料金

分散型エネルギーインフラ

自治体と地域金融
機関等の役割等

BANKBANK

地域エネルギーシステムと地域内での資金循環
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地域は実は熱需要が主である

家庭部門の
用途別
エネルギー
消費量
６割が熱

業務部門の用途別エネルギー消費量

出典『平成25年度エネ
ルギー白書』
資源エネルギー庁

製造業の
エネルギー
源別消費量
７割が熱

５割が熱
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中心エリア

・コージェネレーション
・バイオマスボイラー 等

住宅

住宅

商業施設

集合住宅

熱導管
業務ビル

郊外からの移住

中核エリアの拡大

1km

学校

公共施設

文化施設

系統電力

自営線

配電線
配電線

配電線

系統連系設備

エネルギー
センター

CEMS

設備種類

熱導管

自営線
（配電線）

インフラ投資

工場

病院

宿泊施設

配電線
配電線

内訳

 熱導管材料費
 導管敷設工事費
 付帯設備費（蓄熱

槽等）
 付帯設備工事費

 配電線材料費
 配電線工事費
 付帯設備費（系統

連系設備等）
 付帯設備工事費

＊自営線は地域によって整備の有無が異なる
＊熱導管と自営線の一体整備や、さらに通信

線等を含めた一体整備もあり得る

地域におけるインフラ整備の全体像
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・コジェネ、バイオマスボイラー等への投資
・人件費等の固定費
・燃料費等の変動費

・熱導管等インフラへの投資・熱導管等インフラへの投資

需要を一定とする場合の
地域エネルギー事業の収入
（供給事業体＋インフラ事業体）

地域におけるエネルギーの需要密度 高低

熱導管インフラ投資を
含む総コスト

コスト

（例：地方部） （例：大都市部）

• エネルギーの需要密度が低い地域では、需要家を繋ぐための熱導管の整備延長が長くなり、投資負担
が大きくなる。

• 六本木地区
• 新宿副都心 等

損益分岐点

地域エネルギー
供給事業体のコスト

地域エネルギー
インフラ事業体のコスト

損益分岐点の改善方策
①地域エネルギーインフラ事業体の資金調達

構造の工夫（融資期間のあり方等）
②サービス・イノベーションにより、新たにイン

フラを活用するビジネスとの相乗効果
③利用者増につながるまちづくりにより、単位

インフラ当たりの需要密度の向上 等

分散型エネルギー事業の投資構造
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（資本勘定： エクイティ）

顧
客
（
住
民
・
事
業
者
等
）

熱導管
設備等
の提供

設備使用料
の支払い

地域エネルギーインフラの事業体

（資産）

蒸気配管
温水配管
冷水配管
蓄熱槽
自営線 等

（負債）

出資
（自治体、
地域金融機関 等）
優先株 等

（収益）

設備利用収入、
制御管理受託収入 等

（費用）

設備維持管理・
更新費 等

投資回収

地域エネルギー供給の事業体

（負債）

出資
（LNG供給会社
地域都市ガス会社
地域燃料会社 等）

（資産）

LNG貯槽・気化設備、
熱源設備、発電設備
等

（収益）

エネルギー販売収入

（費用）

設備運営費 等

投資回収

（収益）

電力、熱小売収入等

（費用）

調達費、
電力託送料
営業販売費 等

電力

※地域エネルギー小売の事業体、地域エネルギー供給の事業体、地域エネルギーインフラの事業体が担う機能を１つの事業体あるいは２つの事業体で担う形態もありうる

熱

地域エネルギー小売の事業体

電力取引市場

各地域エネルギー事業体のあり方については、
マスタープランの策定状況を踏まえ、検討。

（地域活性化ファンドの活用も検討）

各地域エネルギー事業体のあり方については、
マスタープランの策定状況を踏まえ、検討。

（地域活性化ファンドの活用も検討）

電力

（資本勘定）

シニアローン

※導管設備
の管理は、
地域エネル
ギー供給の事
業体が実施

地域エネルギーシステムの資金調達構造（例）

①インフラ事業
体におけるイン
フラ必要投資額

②インフラ事業体
事業計画の

キャッシュフロー
の現在価値

融資期待額

③資本等による
調達分

16
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①
イ
ン
フ
ラ
事
業
体
に
お
け
る
イ
ン
フ
ラ
必
要
投
資
額

②インフラ事業体の事業計画のキャッシュフローの現在価値
＝融資による調達分

※ 供給事業体の収⼊増・コスト減対策により、インフラ事業体が
受け取るインフラ利⽤料収⼊を改善し、期待融資額を算出

項⽬

供
給
事
業
体

損
益
／
年

収⼊

費⽤

（うち減価償却費）

経常利益

項⽬
イ
ン
フ
ラ
事
業
体

損
益
／
年

収⼊（=インフラ利⽤料）
費⽤
（うち減価償却費）
経常利益
返済原資CF

返済原資CF（現在価値※）

ア 補助制度等の活⽤による供給事業体の設備投資コスト削減分
（例）⽊質バイオマスボイラー設備投資への補助⾦の活⽤

イ 供給事業体のコスト低減による分
（例）⽊質バイオマス燃料等の上流⼯程の⽣産性向上によるコスト低減

ウ 供給事業体の収⼊増対策による分
（例）熱供給を⾏う新規需要家の誘致

資
本
等
に
よ
る
調
達
分

そ
の
必
要
性
（
公
的
効
果
検
証
）

※返済原資となるCF（キャッシュフロー）を
割引率3％、期間20年の条件で現在価値化

Ａ

Ｂ

Ａ+Ｂ

③
（①－②）

・⽊質チップ需要増加による林業雇⽤の創出
・熱インフラ基盤整備に伴う中⼼市街地の活性化
・融雪インフラ等と併せた⼤規模プロジェクトの公共負担の軽減
・熱供給事業等の新規企業の⽴ち上げ 等

地域エネルギー供給事業成⽴のため、
インフラ利⽤料を調整

「地域の特性を活かしたエネルギー事業導入計画（マスタープラン）」の考え方

・資本金
・公的支援

・助成
・保有しない
（リース対応）

（資本金）
・地域活性化

ファンド等の
活用

（公的支援）
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分散型エネルギーインフラプロジェクト タイプ別分類
マスタープラン策定中の１４自治体資料より

１ 自立循環型
～間伐材等のエネルギー源から最終需要まで、当該地域内での自立循環を目指すタイプ～

○ 離島や中山間地の集落等における自立完結的なエネルギーシステム
→長崎県対馬市、北海道下川町

２ タウンリニューアル型（リジェネレーション）
～熱導管ネットワークエリアでの地域再開発による需要の集約化とサービスイノベーションを伴うタイプ～

○ 市街地中心部におけるコンパクトシティ化と併せて推進
→青森県弘前市、鳥取県鳥取市、山形県、大阪府四條畷市

３３ 既存ニーズ先導型
～重油ボイラー等の既存ニーズを振り替えることで、基本的な需要を確保しながら、地域に応じたサービス
イノベーションを伴うタイプ～

○ 工業団地や温泉街等の需要をベースに、近隣の市街地でのサービス拡大
→鳥取県米子市、栃木県、鹿児島県いちき串木野市、北海道石狩市、静岡県富士市

４ 地域開発型
～熱導管ネットワーク構築等を軸に、観光、移住、高齢者福祉等による地域開発を伴うタイプ～

○ 熱導管ネットワーク沿いに各種施設整備を含んだ地域開発計画とともに推進
→岩手県八幡平市、群馬県中之条町、兵庫県淡路市 18



技術的シーズの
発見・提供

地域の合意形成

【生産性向上】
林内路網整備

伐採・搬出
特用林産物生産

【創業支援】

加工（製材・チップ・ペレット等）
販売・流通

【需要創造】
公共建築物

ボイラー（熱利用）
土木資材
熱電併給

加工・流通の低コスト化

マーケティング

品質・付加価値向上

安定需要の確保

新たな需要の創出

地域金融
機関等

支援

プラン作成・推進

木材等

代金

製品

代金

施業の集約化

伐採搬出の低コスト化

木材（原料）の安定供給

集中支援で多角的な効果を目指す

林野庁

支援
大学

研究機関

林業の振興

過疎対策 貿易赤字対策

エネルギーの地産地消地域経済循環の創造

総務省学 金官

自治体

ビジネスモデル
の発見・構築

資金供給・フォロー

雇用の創出と税収の増加

地域経済イノベーションサイクル 分散型エネルギーインフラプロジェクト産

地域の総合戦略

産・学・金・官の連携による山村地域経済循環創造事業（仮称）
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地中熱

太陽熱

バイオマス

木質チップ価格

• ドイツでは、電力自由化後に熱供給の普及が加速。特にバイオマスをエネルギー源とする熱供給は、約
10年で2倍に伸びている。

• 熱供給の普及と連動して木質チップの価格も上昇しており、関連産業への経済波及効果を生んでいる。

（€/t）（GWh）

自由化後の
10年間で
2倍に普及

ドイツにおけるエネルギー源別の熱供給実績

電力システム改革
出典：ドイツ再生可能エネルギー統計
※木質チップ価格は、統計上把握可能な2003年以降の数値を掲載

（右軸）

ドイツにおける熱供給の普及
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